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2006年度 上半期

決 算 概 要
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３１．９

８８．３

８４．３

１０２．８

９８．７

９７．７

計画比

－７２

－２７

－３６

＋２３

－１３

－６３

計画差

３２．２

９８．０

９５．７

１０３．５

１０２．０

９８．９

前年比

－７１

－ ４

－ ９

＋２９

＋２０

－２９

前年差

１０４

２０７

２０３

８０４

１００７

２６７６

前年実績

１０５

２３０

２３０

８１０

１０４０

２７１０

年初計画

１９４営 業 利 益

２０３経 常 利 益

１０２７売上総利益

８３３販 管 費

売 上 高

３３当 期 利 益

２６４７

実績

損益計算書

単位：億円、％

売上高は前年比９９％、営業利益は前年比９６％と減収減益、計画差は－３６億円
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売上高の内訳

１０２

９６

９７

９７．７

計画比

＋ ７

－１６

－５４

－６３

計画差

１１０

１０３

９７

９８．９

前年比

＋１０３７０３８６３６０カード・金融

２６４

２０５２

２６７６

前年実績

２８４

２０４０

２７１０

年初計画

小売関連

サービス

小 売

＋２７

－６６

－２９

前年差

２９１

１９８６

２６４７

実績

売 上 高

単位：億円、％

小売売上が計画を下回り前年差－６６億円となり、合計では前年差－２９億円
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売上総利益の内訳

－

－

１０７

９６

１００

９８．７

計画比

＋０．４＋１．２－３８．８３８．４３７．６売上総利益率

＋ ４＋ ７１１５５２４８４５
小売関連
サービス

＋１．２

＋ ９

＋ ４

＋２０

前年差

２９．３

３６０

６０２

１００７

前年実績

－

１０３

１０１

１０２．０

前年比

＋０．８３０．５２９．７小売荒利率

３８６

６０６

１０４０

年初計画

カード・金融

小 売

－１７

０

－１３

計画差

３６９

６０６

１０２７

実績

売上総利益

単位：億円、％

小売荒利率は３０．５％、前年＋１．２ポイントと大幅に改善し、売上総利益は前年達成
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営業利益の主な増減要因

小売荒利率アップにより荒利益は増加したが、販管費の増加をカバーできず

小売荒利率アップ（前年差＋１．２％）

－９億

消費者ローン利息収入他

＋２４億荒利益

販管費

－１３億＋１６億

＋１３億＋３８億

± ０億－１４億

エポスカード関連費用

システム開発費

営業利益

前年差 計画差

利息返還費用・貸倒費用 ＋ ４億＋２５億

＋１６億

－３６億

小売売上高マイナス分 －２０億 －１６億

－１３億

＋２３億

その他 －２０億 ＋ ６億

8

営業利益 計画未達成の要因

貸倒・利息返還費用およびカード発行費用の増加などにより、営業利益は３６億の未達

小売事業

カード

キャッシング

±０億

計画差

－１８億

計画差

－１８億

計画差

・売上計画は未達成ながら、荒利率アップで計画を達成

・カード発行体制強化による人件費の増加

・カード発行増による発行費用等の増加

・加盟店手数料収入等の計画未達

－４億

－６億

－８億

－１１億

－７億

・貸倒・利息返還費用増

・市場環境変化による収入計画未達

カ
ー
ド
・金
融
事
業
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公認会計士協会の指針にもとづき計上方法を見直し、特別損失に１０９億円を計上

利息返還実績から、将来返還額を予測し算出

当期利益は３３億円となり、当初計画比６９％減（11月2日業績修正）

１０９億円を、特別損失に計上
前期引当金１９億円を、１２８億円に積み増し

０６年中間の引当金 １３２億円

再計算した前期引当金 １２８億円

当期と同じ方法で、前期引当額を再計算利息返還損失引当金 １２億円

貸倒引当金（元金の債権放棄分） ７億円

前期に計上済の引当金 １９億円

利息返還損失引当金
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セグメント情報

－
９３

（８０）

９４

（１１５）
－１２０２１２前年比

－
２８．２

（２５．１）

３．７

（４．５）
－３２．６３．８営業利益率

小売関連

サービス事業

カード・金融
事業

小売事業
小売関連

サービス事業

カード・金融
事業

小売事業

４８４２７７
１９１３

（１８９７）
４７７２４３１９７４営業費用

１０９

（９３）

３８６

（３７０）

７８

２０５２

２００５年度 上半期

７３

（８９）

１９８６

２００６年度上半期

１１７

３６０

営業利益 ３４

５１８

２５

５０２売 上 高

単位：億円、％

小売事業の営業利益率は３．７％と、前年ほぼ横ばい

※ （ ）は、エポスカードスタートにともなうグループ内でのクレジット取引を連結消去



2006年度上半期の振り返り
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小売売上の内訳

－ ２９２＋ ２１２１１３１５１１外部専門店

＋ ２１３５＋ ９－９７－新 設 店

－－－７７－－－７７閉 鎖 店

ヴォイ

営業店

－ ２９７＋ ８１１５６８７０６０

９９

１００

９６．８

前年比

－ ８

０

－６６

前年差

－５２９７１８９６１９４８１９０４

９７

９７．４

計画比

１９６４

２０５２

前年実績

２０１８

２０４０

年初計画

既存ベース －５４

－５４

計画差

１９６４

１９８６

実 績

小売売上

閉鎖店の－７７億をカバーできず減収となったが、既存ベースは前年を確保

単位：億円、％

※ 閉鎖店は、藤沢、ビィ町田、川越
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105.4105.3101.799.399.4100.9102.4102.1103.6106.8106.9100.8荒 利

97.7

９月

100.4

103.4

８月

100.8

７月

100.5

３月

100.4

４月

99.5

99.1

５月

98.998.799.2104.3104.599.4
売 上

102.8

１１月１０月 １月１２月 ６月

99.5

２月

95

100

105

110

 荒 利

 売 上

単位：％

110

第１四半期は天候不順の影響で前年を下回ったが、第２四半期は回復基調

売上・荒利 前年比推移 （既存店）

セール
縮小

天候不順

割引クーポンフェア中止
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部門別 売上高・荒利高

２５３

１１９

５５７

３８７

６７０

１９８６

売上高

１０１

８８

９７

９９

９６

９７

前年比

＋０．１

＋１．３

＋１．１

＋０．９

＋１．８

＋１．２

前年比差

１０２

９４

１００

１０１

１０１

１０１

前年比

３５．６１９８装飾雑貨

３６．０１３９紳士・スポーツ用品

１４．２３６食品・レストラン

２２．１２６家庭用品

３０．７

３０．５

荒利率

婦人用品 ２０６

６０５

荒利高

小売事業

荒利率は全部門が前年を上回り、＋１．２％の改善

単位：億円、％
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＋１．７＋１．２４８．４９７６７９５１３９アクセス
（趣宝・時計・眼鏡・家具）

－０．４

＋１．６

＋０．７

＋０．７

計画比差

＋１．２３８．１９４６６９５１７２
パレット

（婦人ファッション雑貨）

９７

９７

９６

計画比

＋８．７５０．８１００７２１４１
ファッションナビ
（婦人服）

＋２．１

＋３．１

前年比差

９８

９８

計画比

４３．８

４４．７

荒利率

２３８

６９０

売上高

エムズモード
（紳士・スポーツ）

１０４

３０９

荒利高

合 計

ＳＰＡ・専門店事業 売上・荒利

単位：億円、％

荒利率は各社とも大きく改善、全体では前年比差＋３．１％と高伸長

※アクセスにはインザルームを含む（インザルームは2006年8月1日付でアクセスより分社）

※

16

１年半で当初の中経５ヵ年計画の４５％をほぼ達成、残り３年半で５０％に上方修正

ＳＰＡ・専門店事業 荒利実績と計画

２００４年度 ２００９年度
修正計画

３９．２％

５０.０％

４２.１％

２００５年度

＋２．９％

＋２．６％

２００６年度
上半期実績

４４.７％ ４５.０％

２００９年度
当初計画

１年半で５．５％アップ あと３年半で５．３％アップ



17

消費者ローン利息収入と営業貸付金残高

９６

９８

９７．３

計画比

－ ３＋１１１１８７５７８６４ゼロファースト

－ ６

＋ ５

前年差

２６２

３２６

前年実績

９７

１０１．４

前年比

２６２

３４０

年初計画

丸 井 － ６

－ ９

計画差

２５６

３３１

実績

消費者ローン
利息収入

単位：億円、％

－１７９７＋９２１１８６２０６３７５２８ゼロファースト

９８

９８．１

計画比

－８８

＋ ４

前年差

２０４６

２５７４

前年実績

９６

１００．２

前年比

１９９２

２６２９

年初計画

丸 井 －３４

－５１

計画差

１９５８

２５７８

実績

営業貸付金残高

環境悪化の中、消費者ローン利息収入・営業貸付金残高は前年を上回る

18

カードビジネス収入と割賦売掛金残高

－ １９３０１００１４１５１４カード年会費

－ ３５０＋ ４－４７－加盟店手数料

１１５

８２

８８

計画比

＋ １－ ２７８９９１１そ の 他

＋ ３

＋ ５

前年差

９

３４

前年実績

１４０

１１４

前年比

１５

４６

年初計画

割賦手数料 － ３

－ ６

計画差

１２

３９

実績

カードビジネス収入

単位：億円、％

１０６

計画比

＋１３６

前年差

２５８

前年実績

１５２．５

前年比

３７０

年初計画

＋ ２４

計画差

３９４

実績

割賦売掛金残高

エポスカード発行により割賦手数料は２０年ぶりに前年達成



2006年度下半期以降の戦略
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なんばマルイ

関西地区２店舗目となる「なんばマルイ」は、計画を上回る好調なペースで推移

● 売場面積 １７０００㎡

● 初年度売上目標１７０億円

２００６年９月２２日オープン

導入１５８ブランド、３割が大阪初

開店１ヵ月で１３０万人が来店

売上実績２２億、計画比１．２倍

自社ショップの売場面積は約４割
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なんばマルイ 新規カードの状況 ①

開店１ヵ月でエポスカード１．４万枚発行（計画比１．３倍）、年間予測１１～１２万枚

１４０００枚

３０００枚

なんばマルイ北千住マルイ なんばマルイ北千住マルイ

北千住マルイの５倍
シティ横浜の６倍

月間実績 年間予測

１１万～１２万枚

北千住マルイの３倍
シティ横浜の４倍

２３００枚

シティ横浜 シティ横浜
（最大店舗） （同規模）

４万枚

３万枚
２８００枚

神戸マルイ 神戸マルイ

４万枚

22

なんばマルイ 新規カードの状況 ②

首都圏外への出店は、売上の拡大以上にカードビジネスに大きく貢献

１０月期売上シェア １０月期新規カードシェア

既存店

９３％

既存店

７２％

なんば・神戸の２店舗は、売上シェア７％に対し、新規カードが２８％

なんば＋神戸

７％

なんば＋神戸

２８％
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新宿新館

●地上１４階 地下３階

● 地下１階から８階を丸井が使用

● 売場面積 ９０００㎡（予定）

地下鉄１３号線が開通予定の新宿３丁目に「マルイシティ新宿」としてオープン

２００７年２月 オープン

24

有楽町店

丸井の新たな成長のスタートとなる基幹店

● 地上２０階 地下４階

● １階から９階を丸井が使用

● 売場面積 ２００００㎡（予定）

２００７年秋オープン
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シティ新宿 建替え計画

有楽町店をさらに進化させた、次世代の基幹店舗をオープン

２００９年春オープン２００７年２月解体

26

スクラップ＆ビルドの進捗状況

５年間で１０店舗４館を閉鎖し、４店舗２館をオープン

４店舗 ２館 ９０,９００㎡１０店舗 ４館 １１５,６００㎡合 計

２５店舗

９館

２８店舗

８館

２９店舗

９館

３０店舗

１０館

３１店舗

１１館

期首

２５店舗

９館
２００６年度

出店閉鎖 期末

２５店舗

９館

２００７年度

（予定）

２８店舗

８館
２００５年度

２９店舗

９館
２００４年度

３０店舗

１０館
２００３年度

川口 土浦 八王子

ﾜﾝ渋谷 ｲﾝｻﾞﾙｰﾑ自由が丘

神戸 北千住

ｲﾝｻﾞﾙｰﾑ新宿

沼津 ﾜﾝ新宿

藤沢 be町田

川越 戸塚

津田沼所沢

なんば

新宿新館

中野 有楽町

実施済み

計 画
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スクラップ＆ビルドによる店舗間生産性格差の是正

1人当り

荒利高

（万円）

面積当たり

荒利益高

（万円）

0

1,000

2,000

3,000

0 50 100 150 200

下位
５店舗
平均値

スクラップ＆ビルドによる店舗間生産性格差の是正

上位
５店舗
平均値

３．８倍

３．０倍

1人当り

荒利高

（万円）

面積当たり

荒利益高

（万円）

60万円

1,000万円

230万円

2,950万円

Ｓ＆Ｂ前（０２年度水準）
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スクラップ＆ビルドによる店舗間生産性格差の是正

上位
５店舗
平均値

２．９倍

３．８倍

２．４倍

３．０倍

1人当り

荒利高

（万円）

面積当たり

荒利益高

（万円）

０３年～０５年のＳ＆Ｂ後

80万円

230万円

1,210万円

2,950万円

下位
５店舗
平均値
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下位
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平均値

スクラップ＆ビルドによる店舗間生産性格差の是正

上位
５店舗
平均値

２．０倍

３．８倍

１．７倍

３．０倍

1人当り

荒利高

（万円）

面積当たり

荒利益高

（万円）

今後もＳ＆Ｂを継続

Ｓ＆Ｂによる格差是正により、
生産性向上と社員のモチベーションをアップ

115万円

230万円

1,690万円

2,950万円



91年度

5254億

費用

売上

営業利益

393億

変動費

（原価＋

政策費）

損益分岐点

91年度～ 郊外大型店出店による

売上・利益拡大（固定費は増加）を計画

計画

スクラップ＆ビルドによる小売事業の体質強化

固定費

927億

(＋94億)

固定費率

20.9％

91年度

5254億

費用

売上

営業利益

393億

変動費

（原価＋

政策費）

02年度

4440億（▲814億）

営業利益

152億

(▲241億)

実際は固定費増加、売上減少

⇒利益悪化

固定費

833億

固定費率

15.9％

損益分岐点

スクラップ＆ビルドによる小売事業の体質強化



固定費

927億

(＋94億)

固定費率

20.9％

91年度

5254億

05年度

4368億(▲72億)

損益分岐点

費用

売上

営業利益

393億

変動費

（原価＋

政策費）

02年度

4440億（▲814億）

営業利益

152億

(▲241億)

０３年度～ 非効率店閉鎖と

高効率店の出店（固定費率圧縮）

⇒売上減少も利益増加

固定費

833億

固定費率

15.9％

固定費

793億

(▲134億)

固定費率

18.1％

営業利益

242億

(＋90億)

スクラップ＆ビルドによる小売事業の体質強化

全国主要都市へ
の出店

首都圏郊外店の
スクラップ

固定費抑制
売上拡大

固定費率の改善

05年度

4368億(▲72億)

損益分岐点

費用

売上

今後もＳ＆Ｂの継続による

固定費率の圧縮を推進

⇒利益増加

固定費

793億

(▲134億)

固定費率

18.1％

営業利益の増加
営業利益

242億

(＋90億)

スクラップ＆ビルドによる小売事業の体質強化



05年度

4368億(▲72億)

費用

売上

営業利益の増加

荒利率の改善

⇒さらなる利益増加

損益分岐点

固定費

793億

(▲134億)

固定費率

18.1％

荒利率の改善

営業利益

242億

(＋90億)

スクラップ＆ビルドによる小売事業の体質強化

費用

売上

加えてＥコマースの拡大により、

固定費の大幅増加のない売上拡大を計画

⇒利益増加

変動費

（原価＋政策費）

営業利益

固定費固定費

営業利益

の増加

固定費の維持

Ｅコマースの拡大による利益の増加
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グループ経営資源の活用による閉鎖店舗の再生

小売からデベロッパーへの事業転換で、新たなビジネスモデルを創出

町田モディ ２００６年９月２８日オープン

全８６ショップ、丸井ＳＰＡは５ショップ出店

ビィ町田対比は、売上１．３倍、来店１．７倍

グループ経営資源の結集により

閉鎖店舗の再生が成功

● 閉鎖した「ビィ町田」を、賃貸方式の
ファッションビル「モディ」に転換

● グループ会社のエイムクリエイツが
ＰＭ事業として運営

38

スクラップ＆ビルド戦略

デベロッパー事業の手法と併せて、スクラップ＆ビルドを加速

「モディ」への事業転換により、新たなビジネスチャンスが拡大

新たな収益源（家賃収入）

ＳＰＡ・専門店出店拡大

今後は、「小売」と「デベロッパー」の２つの事業で、出店戦略を推進

エイムクリエイツの、ＰＭ・店装・広告
一体型ビジネスの拡大

エポス提携カードの拠点拡大

閉店した川越店・戸塚店も、「モディ」に転換
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ＳＰＡ・専門店 出店状況 ①

２００６年度は、１０月時点で５施設に１３ショップを出店し、累計で１９ショップ

２００㎡１ららぽーと甲子園

３５０㎡１横浜ベイサイドマリーナ

１５０㎡１アクアシティお台場

７６００㎡１９累 計

出店ショップ

１０月

９月

既 存

２７００㎡５ららぽーと豊洲

１３００㎡５町田モディ

２９００㎡６ららぽーと船橋他

売場面積ショップ数出店施設

フィールド マルイモデル

アールユー

マルイアウトレット

フォーハートジュエリー

インザルーム レッドシューズ

マルイモデル シャンデリーク

フォードットウォッチ

アールユー

マルイアウトレット

フォードットウォッチ

40

ＳＰＡ・専門店 出店状況 ②

１０月５日ららぽーと豊洲に５ショップ出店、売上は計画通りの順調なスタート

５ショップ合計の売場面積（２７００㎡）は、

東急ハンズ、スーパーあおきに次ぐ、３位の規模

開店１ヵ月売上は、５ショップ合計で１億３千万円

レッドシューズ

シャンデリーク

インザルーム
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ＳＰＡ・専門店 今後の出店計画

４３００㎡－６その他決定済み

２００７年 ３月

２００７年 １月

２００６年１１月

出店時期

２４００㎡１インザルームららぽーと横浜

インザルーム名古屋

ダイヤモンドシティ武蔵村山

出店施設

１

２

ショップ数

３３００㎡

４００㎡

売場面積

■名古屋 「インザルーム」

１０ショップ１９ショップ

今後の予定オープン済み ２９ショップ・１８０００㎡

１０ショップのオープンが決定、売場面積は１８０００㎡

前回＋３０００㎡

「なんばマルイ」 １店舗分の規模に相当

42

アウトレット事業の状況 ①

２００６年９月オープンの新店２店舗をはじめ、秋冬物販売は好調な推移

３００㎡

２．５億円

６月２２日

ファイナルインデックス

下北沢（路面店）

１７０㎡

２．３億円

９月９日

マルイアウトレットストア

アクアシティお台場

２．８億円
売上予測

（年間）

９月１５日

マルイアウトレットストア

横浜ベイサイドマリーナ

３５０㎡面積

開店日

ショップ名

横浜ベイサイドマリーナ アクアシティお台場
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ＳＰＡ・専門店事業の強化と並行して、アウトレットの事業化を推進

アウトレット事業の状況 ②

期中の在庫移管の取り組みを開始

－ 荒利率アップに寄与（＋１％） －

外部出店によるチャネル拡大を継続

－ 関西圏も含めてアウトレットモールを検討 －

7月8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 8月＜秋冬物の事例＞

アウトレット

リテール各社

従
来

投入 値下げ

全量
移管

倉庫保管 投入

アウトレット

リテール各社

現
在

投入

移管・販売

値下げ

既存売場鮮度の向上 早期移管による収益向上

44

マルイヴォイ Ｅコマースの取組み ①

２００６年９月２９日 ヴォイ・オンラインをリニューアルし、「マルイｗｅｂ ｃｈａｎｎｅｌ」を開局
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２００６

上半期実績
オープン後

実績

２００６

下半期計画

オープン後、アクセス数・売上ともに１日あたり １．４倍に拡大

７．６万件

５．５万件

１０万件

1120万円

1580万円

2320万円

マルイヴォイ Ｅコマースの取組み ②

１.３倍７２０５５０婦 人

１.４倍

２.１倍

１.８倍

１.３倍

レディス
シューズ

１５８０１１２０合 計

２６０１２０

３６０２００雑 貨

５００３７０紳 士

万円

オープン以降

万円

２００６

上半期

部門別 １日当たり売上高1日当たり売上高・アクセス数

46

ＯＰＥＮ

マルイヴォイ Ｅコマースの取組み ③

リアル店舗と同じ型数を展開する「webメガショップ化」を推進、９月末で９６ショップに到達

メガショップ導入状況

２００７年３月９月８月７月６月５月４月

１７
２４

２６

４４

９６

１４０

③ ジャイロ

② ソードフィッシュ

⑤ レッセパッセ

④ タスタス

① アプワイザー・リッシェ

レディス 売上高ベスト５

③ ヒロミチナカノ

② メンズビギ

⑤ スクープマン

④ オンボード

① フィールド

メンズ 売上高ベスト５
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Ｅコマース事業 今後の計画

［ ２００９年度 ］ 売上高 ５００億円 営業利益 ６０億円

（億円）

200

100

300

500

400

1４２億円

５００億円

２００５年度 ２００６年度 ２００７年度 ２００８年度 ２００９年度

１７０億円

計画実績 計画 計画計画

８億円 ９億円
６０億円

48

閉
店

今後のグループ小売事業戦略

グループの経営資源を活かした、「小売」×「カード」一体型ビジネスを推進

出
店

改
装

出
店

再
生

出
店

丸井店舗

Ｅコマース

ＳＰＡ・専門店

デベロッパー

エポスカード

加
盟
店

グ
ル
ー
プ
小
売
事
業

「小
売
」×
「カ
ー
ド
」一
体
型
ビ
ジ
ネ
ス

閉
店



エポスカードの状況
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カードの発行状況

上半期の新規発行は前年比１．４倍と高伸長、年間計画も６４万枚（計画＋７万枚）に上方修正

上半期下半期上半期

０６年度２００５年度
０４年度

（％）

新規発行 前年比推移

５７万枚
（前年比１３５％）

６４万枚
（前年比１５０％）

当初計画 修正後

年 間 計 画

１４２％
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カードホルダー数推移

ホルダー数は2005年度を底にエポスカード発行を機に増加、2009年度500万人を目指す

2006年3月
エポスカード発行開始

2009年度
（予測）

2006年度
（予測）

2006年
上半期

2005年度2004年度2003年度2002年度2001年度

エポス

222万

エポス

エポス

159万

４１１万人

４１９万人
４１７万人

４０７万人

３９５万人 ３９６万人

４０６万人

５００万人

52

80

90

100

110

120

130

140

150

丸井クレジット利用の前年比推移

（％）

クレジットは１．４倍と急伸、リボ・分割は１９８８年以来１８年ぶりに前年を確保

クレジット

リボ・分割

他社カード
136％

106％

85％

０６０５０４０３０２０１００９９９８９７９６９５９４９３９２９１９０８９８８８７
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加盟店利用の推移

加盟店利用は順調に拡大、リボ利用比率は３５％と業界を大きく上回る水準

第１Ｑ 第２Ｑ

１回払い
４３億円

１回払い
７２億円

加盟店取扱高

６６億円

１１０億円

リボ
２３億円

リボ
３８億円

２０％

当初計画

２０％

１５％

実 績

契約時

リボ変更

エポスネット
で受付

コールセンター
で受付

３５％

リ ボ 利 用 率

銀行系カード ： ２～３％

流通系カード ： ５～１２％

リボ先進国 アメリカ ： ２０％前後

54

さらなる機能・サービスの充実で、メインカード化と全国展開を推進

エポスカード 機能・サービスの充実

８月 ９月６月 ７月３月 ４月 ５月１１月１０月 １０月２月１月１２月９月

インターネット カード申込

Ｖｏｉのポイント利用

インターネット本人認証

公共料金（電話･電気 等）のカード決済

ＥＴＣカード発行受付

新ＷＯＷカード刷新

9/28

9/29

２００６年 ２００７年

郵貯共同カード

コンビニ払い

加盟店利用促進キャンペーン

ＡＴＭでの支払対応
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今後のカード事業戦略（各指標計画）

加盟店
クレジット利用率

クレジット取扱高
（丸井＋加盟店）

分割・リボ
売掛金残高
（丸井＋加盟店）

２００６年度 ２００９年度計画

エポスカード
会員数

３０％

１８００億
2005年度（丸井のみ） ９１０億

３７０億
2005年度（丸井のみ） ２４０億

２２０万人
（丸井＋エポス ４００万人）

４５％

４７００億

１２００億

５００万人

貸金業法改正の影響と今後の対応
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貸金業法改正の概要

貸金業法改正がほぼ決まり、来年の年初までに公布の見込み

・信用情報機関への全件その都度登録

・リボルビング利用時の総支払額・支払い期間の明示
その他

・他社の借入を含めた総額で、年収の１／３以上の貸付禁止

・１社当り５０万超または総額１００万超は年収証明書が必要
貸付総額規制

・２９．２％を１５～２０％に引き下げ、グレーゾーンを撤廃上限金利引下げ

● ２００６年秋 臨時国会 法案提出

● ２００７年秋 改正貸金業法 施行 ※２年半の猶予期間あり

58

環境変化に対応し１３店舗は既に無人化、赤字見込み店舗（46店舗）と併せて順次閉鎖

ゼロファーストの対応

１５店舗
・丸井閉鎖店を引き継いだ店舗を中心に継続

・「エポスカードセンター」として運営

７４店舗

２００６年中間 今後の対応

１３店舗 ※１３店舗は既に無人化

・２００６年１２月中に無人ＡＴＭコーナー化

・近隣に代替ＡＴＭ設置場所を確保後、完全閉鎖

● ゼロファーストの新規会員募集は中止

● コンビニＡＴＭとの提携をすすめ、利用拠点を確保
提携後は、エポスカードセンターも順次閉鎖

人材を含めた経営資源を、今後の発展が期待されるエポスカードに集中

赤字見込み

４６店舗
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貸金業法改正による影響額

貸金業法改正による影響額は、最大リスクを想定すると２３０億～２６０億

金利引下げ

による

利益減少

ゼロファーストの

融資残高減少

総額規制等

による

貸倒の増加

融資残高

２５７０億

丸井：１９５０億

ゼロファースト：６２０億

● ゼロファースト貸倒損失予測

－３０億

利益影響

－２００億

利益影響

－３０億

利益影響

－８％
（実現金利２６％→１８％）

金利引下げ

×

２００９年度 平均融資残高

４３０億

－１７０億 × １８％

２００６年上半期 平均融資残高

６００億

４９億 （＋１６億）

２００８年度

４７億 （＋１４億）

２００７年度

３３億

２００６年度
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今後の事業戦略 （小売事業）

荒利改善、Ｅコマース拡大、Ｓ＆Ｂにより２００９年までに２００億以上の利益増の見通し

小売荒利改善

Ｅコマース

Ｓ＆Ｂ
・

専門店外部出店

＋１００億

～１１０億

利益影響

＋５０億

利益影響

＋７０億

利益影響

１５００億×５％＝７５億ＳＰＡ事業の小売荒利改善

２７００億×１％＝２７億Ｓ＆Ｂによる荒利改善

２００９年度

６０億

２００６年度

９億

Ｅコマース事業 営業利益

＋２０億－６０億＋１１０億

ＳＰＡ 外部専門店閉鎖店新設店
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今後の事業戦略 （カード事業）

２００９年度までに、１５０億円強の利益増の見通し

カード事業

貸倒費用

利息返還費用

ゼロファースト

＋８０億

利益影響

＋５０億

利益影響

＋２０億

利益影響

－２０億設備費、販促費、販売事務費など

２００９年度 １１５億 （－５０億）２００６年度 １６５億

貸倒・利息返還費用は、２００６～２００７年度がピーク

２００８年以降は、増益要因

－７０億
１９０億

＋１５０億

関連費用の増加割賦・加盟店手数料

会員の増加、加盟店利用の拡大等により利益寄与を計画

店舗閉鎖により、収入が減少する一方、費用も減少
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今後の事業戦略 （小売関連サービス事業）

外部利益の拡大が見込まれる各事業で、３０億円以上の利益増の見通し

エイムクリエイツ

ムービング

シーエスシー

＋１６億

利益影響

＋１４億

利益影響

＋８億

利益影響

ＰＭ・店装・広告の３事業一体のビジネスをさらに

深耕し､成長戦略を確立

首都圏№１のネットワークを活かした宅配事業の拡大

新商品センターと３PL型事業への移行で、ファッション
物流事業を拡大

首都圏でのヤング層を対象とした

賃貸マンションのサブリース事業を拡大
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５ヵ年計画 スタート

貸金業法改正による、２００９年度利益見通し

４５０億

２００６年度予測

法改正影響

（最大リスク）

230～260億

小売事業

220～240億

カード事業

140～160億

営業

利益

前提条件 ・上限金利２９.２％→１８％と仮定 実現金利２６％→１８％（－８％）

２００９年度予測

不確定要素も多いため、来年の決算発表までに中期経営計画を見直し

６５０

６００億

営業

利益

～

小売関連

サービス事業

20～40億
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２００除却・引当

▲１２００割賦売掛金

▲ ６５０キャッシング

▲ ９００法人税・他

２７５０税前当期利益

７００減価償却

９００営業ＣＦ

▲１１００設備投資

▲１０００投資ＣＦ

１００その他

▲ １００フリーＣＦ

今後４年間のキャッシュフロー計画

利益減少に対し、営業債権と法人税の減額で、今後の投資には影響なし

３００除却・引当

▲１４００割賦売掛金

１５０キャッシング

▲ ５５０法人税・他

１７００税前当期利益

７００減価償却

９００営業ＣＦ

▲１１００設備投資

▲１０００投資ＣＦ

１００その他

▲ １００フリーＣＦ

当初の ４年間計画 利益見通し変更後

＋ ３５０

＋ ６００

＋ １００

営業債権

法人税

引当金

▲１０５０利益

単位：億円

営業ＣＦは

増減なし



2006年度 通期見通し
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２４０

４６２

４４７

１６４６

２０９３

５６１５

前年実績

－１３０

－９０

－１００

＋３０

－７０

－１８０

修正額

２５５

５５０

５５０

１６５０

２２００

５７５０

当初計画

１０１４５０営 業 利 益

１００４６０経 常 利 益

５２

１０２

１０２

９９

前年比

２１３０売上総利益

１６８０販 管 費

売 上 高

１２５当 期 利 益

５５７０

修正後

通期計画

２００６年度 通期見通し （連結）
単位：億円、％
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－１２１億

（新設+100億、閉鎖－221億）

－５３億

（新設+91億、閉鎖－144億）

－６８億

（新設+9億、閉鎖－77億）
新設・閉鎖店影響

６３５億
（前年比９７％）

３０４億
（前年比９３％）

３３１億
（前年比１０１％）

消費者ローン利息収入

３０．８％
（前年比差＋１．２％）

３１．０％
（前年比差＋１．１％）

３０．５％
（前年比差＋１．２％）

小売荒利率

４億

１２億
（前年比１４０％）

２５７８億
（前年比１００％）

１００．０％

上半期 実績

６億

１７億
（前年比１７０％）

２４９０億
（前年比９６％）

１００．０％

下半期

１０億

２９億
（前年比１５３％）

－

１００．０％

通期

割賦手数料

営業貸付金残高

既存ベース

小売売上前年比

加盟店手数料

２００６年度 通期見通しの前提条件

改正貸金業法の施行を待たず、速やかに金利引下げに対応予定

※０７年３月よりキャッシング金利１８％で計算

68

配当政策

●中期経営計画の営業利益８００億円の達成時に、１株配当金５０円を予定

● ２００９年度までは、８００億円に対する達成率に応じて１株配当金を決定

中間配当金は業績連動の結果１２円とし、年間配当金は２８円を予定

期末中間

２８円（予定）

５６％

４５０億円

２８円

５６％

４４７億円

２００５年度
２００６年度

１２円

２４％

１９４億円

３２％達成率

１６円（予定）

２５６億円

１株配当金

営業利益

現状の配当政策




